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厚生労働省

保険局長外口崇殺

EH商会発第140-2考

平成23年 9月 26日

殺到法人民

会長堺

日本病院会平成 24年度診療報酬改定に係る要望書

日本病院会は、平成24年度診療報濁ij改定にあたり医療現場から出された重要議事項のうち、

とりわけ重要と思われる 64項目(責主主量点要議項目8、重点重要援演窃 41、精神科に係る議議

点主要望耳質問 (5)を次期診療報静H改定に係る姿望事項として縫aいたします。
鴎民への良質な医療の総統的な提供を担保するとの観点から、次頁以下の主要望内容が炎

現されますことを強く求めます。

なお、各婆襲攻隠の左端に付した番号は、項目の分類整理等のために便宜上付したもの

であり、~@霊1Jï釘の優先順位を示すものではございません。

また、 f区分コード等j が尚一のもの(例露点要E要項厨番号6 r A200 総合入j淀体

制加算 施設基準の緩和J)につきましでは、まとめて一つの若手号を付しております。

以上
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(最重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 
見直し

入 A200 施設基準の緩和 【現状】
院 総合入院体制加算 当該加算は「十分な人員配置及び設備等を備え総合経的かつ専門的な急性期医療
基 を24時間提供できる体制及び病院勤務医の負担の 減及び処遇の改善に資する
本

料 体制j等を評価する」との主旨で設定されているが.診療内容の如何を問わず、
等 要件に含まれる診療科の有無で算定の可否が決まるという不合理さがある。
加 見直し
算 【要望内容】

24時間対応できる急性期の医療機関は、設備・人員・体制などで多額の経費を
要しており、また単に診療科の員数合わせば不合理であり、診療科目(数)の
適正化を求める。

入 品齢者の口腔ケアに対する 【現状】
院 加算の新設 重症度省看護必要度に関わる評価票の患者の状況等の項目に口腔清潔はある
基 が、これを含めた看護必要度評価加算の対象でない病棟での高齢者の口腔ケア
本
料 の加算は無い。
等

2 力日 【要望内容】 新規
算 高齢者等の誤礁性肺炎や低栄養の原因のひとつは口腔機能低下であり、予防や

病状の回復には、口腔ケアがきわめて重要である。口腔ケア時にバイトブロツ
クや吸引カテーテル、ブラシ等が必要となり、経費や人件費がかかるため加算
の新設を求める。

特 A308 回復期リハビリァーション 【現状】
定 回復期リハビリテー 病棟における包括項目のう 回復期リハビリテーション病棟で在宅・社会復帰をするためには、退院前後の
入
ション病棟 ち退院前後訪問指導を包括 訪問指導が重要である。退院後における在宅生活において専門的知見をもって
院
料 外とする 指導することで日常生活が維持できる。

3 【要望内容】 見直し|

点数化されることにより多くの病院で実施されることが期待でき、患者の
ADL、QOLlこ寄与することができるため、回復期リハビリテーション病棟での退
院前後の訪問指導の出来高算定を求める。
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(最重点要望項目)

番号
新規

区分コード等 要望事項 要望理由・内容
見直し
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【現状】
診療情報提供料の算定要件は、 rl保険医療機関が、診療に基づき、別の保険
医療機関での診療の必要を認め、これに対して、患者の同意を得て、診療状況
を示す文書を添えて患者の紹介を行った場合に、紹介先保険医療機関ごとに患
者1人につき月1回に限り算定する。 Jとされているが、緊急入院等された場合
においては、実際、情報提供書を持参せずに入院となる場合がある。入院医療
機関において、持参薬以外の処方内容や治療経過を必要とする場合があり、後
日他医療機関より情報提供がなされる場合があり、その際情報提供医療機関で|見直し
は要件を満たさないため算定が出来ず、入院医療機関との話し合いとなる場合
がある。

【要望内容】
患者に、より安全で良質な医療を提供するためにはその情報提供が必要である
と考え、要件の緩和もしくは新規項目(減点した新規要件の作成)を求める。

5 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(最重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 
見直し

リ HOOO-H003 現行の早期加算(30日以 【現状】
J、リハビリテーション 内)に加え、起算日より1週先の診療報酬改定にてリハビリテーション早期加算が実施され成果は活実にあ
ピ料 間以内の「超早期加算」の がっているが、急性期医療におけるリハビリテーションの充実という点では未
リ

新設 だ十分とはいえず、社会的要求には応えられていない。

6 【要望内容】 新規

急性期リハビリテーションの更なる充実を図るべく、現行の早期加算に加え、
起算日より 1週間のICU・CCUを含めたベッドサイドりハビリテーションについ
ての「超早期加算」の新設を求める。

リ H 003-2 リハビリァ ション総合計 【現状】
J、リハビリテーション 画評価料に係るリハビリ リハビリテーション総合計画評価料に係るリハビリテーション総合実施計画書
ビ総合計画評価料 テーション総合実施計画書 の書式は医科点数表の解釈の「別紙様式23J r別紙様式23の2J r別紙様式23
リ

の見直し(書式の緩和) の3J又はこれに準じた様式となっている。しかし、医学的リハビリテーショ
ンは急性期、回復刻、外来など患者ごとに異なり、また疾患ごとにリハビリ

7 
テーションの評価や内容も異なる。

見直し

【要望内容】
現行の様式は急性期りハビリテーション及び、外来りハビリテーションを受け
る患者の中には適さない場合もあるため、りハピりテーション総合実施計画書
の書式の見直しを求める。

3 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(最重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 内容 . 
見直し

手 K 手術通則4に係る施設基準 【現状】
術 手術 届出要件項目の見直し 手術の通則41こ係る施設基準の要件には、例えば「当該手術に習熟した医師の
その他 指導の下に、術者として10例以上実施した経験を有する医師の配置されている

こと」など必要症例数が設定されている項目がある。この場合、保険収載され
ている手技であるが当該施設基準の島出を行うまでの潤に行う必要症例数にか
かる手術費用については施設基準未取得であることから自費となり、混合診療

8 
の観点から一連の入院費用は全て自費となる。

見直し
【要望内容】
自費として全額患者負担を求めることは患者側の負担に繋がり、当該手技の選
択を狭めることが懸念されるため、必要症例数のみを満たさない場合に対して
逓減された点数の新設を求める(必要症例数の届出をしている医療機関以外
は、所定点数の100分の801こ相当する点数により算定する)。

4 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 
見直し

基 AOOO 開業医と病院との診療報酬 病院の医師ばかりが夜間休日診療の激務を強いられている。勤務医の疲弊を防
本 初診料 の差別化 ぐためにも病院の診療報酬を高く設定するよう求める。
診 (病院に高い設定を求め
療
料 A001 る) 見直し
再診料

基 その他 紹介患者加算の復活 紹介する側は診療情報提供料があるが、された側は無い。連携に関する点数は
本 (紹介患者加算) あるが、地域からより多くの病診連携を実施するため、紹介患者加算の復活を
診 求める。
療

2 料 新規

入 A 100 重症度・看護必要度に対す 重症度・看護必要度が5点以上の患者1割以上の基準で入院基本料が設定されて
院 一般病棟入院基本料 る評価の見直し いるが、 2害1]・3割であっても入院基本料に差がないので、段階的に重点評価を
基 求める。
本

3 料 見直し

入 A 103 総合病院における精神病棟 総合病院における精神病棟は身体合併症、緩和ケア対応等単科の精神病院とは
院 精神病棟入院基本料 入院基本料の評価 役割が全く異なっているにも拘わらず、入院基本料は同ーとなっており、総合
基 (一般病棟併設精神病棟入 病院特有の役割への評価は身体合併症管理加算、緩和ケア加算等診療報酬の加
本

手4 院基本料) 算としてのみ評価がなされている現状である。しかし、総合病院における精神

4 (一般病棟併設精神病棟加 病棟は一般病棟と同様の人的物的医療資源を投入しており、投入コストも大き 新規
算)等 いものとなっているo 現状の低評価の入院基本料ではコスト回収も出来ないた

め、一般病棟と併設される精神病棟には入院基本料に一定の加算をプラスする
か、別建ての入院基本料設定を求める。

5 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 内容 . 
見直し

入その他 平均在院日数算出の際に、 平均在院日数を算出するに当たって対象となる入院患者は、保険診療に係る入
院 生活保護法による医療扶助 院患者となっているが、診療するにあたって他の患者となんら変わらないた
基 の患者も対象とすること め、生活保護法による医療扶助の患者も平均在院日数算出の対象とすることを
本

料 求める。 見直し

入A200 施設基準の緩和 外来を縮小する体制確保について
院 総合入院体制加算 「イ 地域の他の保険医療機関との連携のもとに、 B009診療情報提供料
基 ( I )の注7の加算を算定する退i混患者及び転帰1Jf治癒であり通院の必要のな
本

い患者数が直近1カ月の総退院患者数のうち、 4割以上である。 J 見直し料
等 とされているが、定義を明確にし、算定しやすいように改正されることを求め
力日 る。
算

6 入A200 施設基準の緩和 『全身麻酔の患者数が年800件以上Jは、地方の中小病院では厳しいので r500
院 総合入院体制加算 件以上Jとすることを求める。
基
本
料 見直し
等
カ日
算

入A204-2 点数見直し 臨床研修病院入院診療加算は基幹裂で入院時のみ40点となっているが、指導医
院 臨床研修病院入院診 や研修涯の数から再区分し、より適Eな臨床研修を実施している医療機関への
基 療加算 増点を求める。
本

7 料 見直し
等
カ日
算
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)

区分コード等 要望事項 要望理由・内容
糊

臨番号

8 

見直し

るケースが多く、算定数が伸びない。がん診療連携病院の再評価を求める。

見直し

10 については、
るところ。一方、国の基準に準
めた病院については算定対象とされていないことから、

拡大もしくは加算点数を区分設定し、同加算に準じる病院へ加算として長1皿宮|見直し
求める(例えば、算定対象患者等の要件は同加算に準じるものとし、入院初日
に限り450点程度の加算)。

7 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容
見直し

入 A233-2 栄養サポートチム加算等 現行の点数では管理栄養士i人分の給与にさえ見合わない点数設定となってい
院 栄養サポートチーム のチーム医療に対する再評 る。チーム医療を行うことで、在院回数の短縮など多方面にプラスになるた
基 加算 価 め、さらなる評価を求める。
本

11 料 見直し
等
力目
算

入 A234 感染防止対策加算施設基準 日本病院楽剤師会が認定している感染制御専門・認定楽剤師及び日本化学療法
院 医療安全対策加算 の新設(一部内容変更) 学会が認定している抗菌化学療法認定薬剤師は、専門的知識を活用しTDMを通
基 じて、 PK-PD理論などを活用し適正な抗菌薬の使用及びそのモニタりングを行
本
料 い病院における感染対策に取り組んでいる。この現状をさらに推進するため、 新規
等 認定を取得した薬剤師が院内感染対策委員会やIGTで活動している場合に算定
カ日 できる施設基準の新設を求める。
算

12 入 A234 専任の感染管理認定看護師 現在の感染防止対策加算は、院内に感染防止対策のチ ムを設置し、チ ムで
院 医療安全対策加算 病棟配置加算の新設 行う業務を評価している。しかし現在のチームでの対策だけでは限界が生じて
基 1人10点(患者1人につき1日おり、様々な感染に対応するこE防と止が!こ困E難になっているため、専任の感染認定看本
料 1回退院まで) 護飾1名を病様に配置し、感染 l関する様々な事例に急速対応できる体制 新規
等 を評価する加算の新設を求める(なお、当該加算は、惑染認定看護師配置病棟
加 に限る)。
算

入 A238 退院調整加算の再評価 現在、入院時より退院に向けての視野を持ち、 Dr• Ns • MSW • PSW・薬剤師・ケ
院 慢性期病棟等退院翻 アマネージャーと連携し、在宅・施設への調整を図っているが、家族の高齢化
基 整加算 や親族が遠方で調整に多くの時間を要しているため、評価の見直しを求める。
本

13 料 見直し
等
hu 
算

8 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 
見直し

入 A238-3 施設基準の緩和 当該加算の算定には退院調整に係る業務の経験を有する専従の看護師又は専従
院 新生児特定集中治療 の社会福祉士を1名以上配置し、週30時間以上退院調護に係る業務に従事して
基 室退院調整加算 いることが必要である。しかし中小病院では専従職員の配置が困難であるが、
本

14 料
NICU入院患者についての退院支援は必要であり、専任の職員等により退院支援

見直し等 のための計画を策定し、退院・転院にむけた支援をおこなっているのが現状で
力日 ある。中小病院においても、同加算の算定ができるような基準とすることを求
算 める。

入 その他 各種加算の要件の緩和 専任の看護師が「認定看護師又は専門看護師」というような要件は厳しい。ま
院 (各種加算の要件) た、研修受講が要件となっているにも拘わらず、研修会の開催頻度が少なく、
基

開催地も限られているのは不合理であり、算定要件の緩和を求める。
本

15 料 見直し
等
力日
算

特 A303-2 施設基準の緩和 当該加算の算定には保険医療機関内に、専任の小児科の常勤医師が常時1名以
定 新生児治療回復室入 よ配置されていることが必要である。しかし中小病院では常時、常勤医師を確
入 院医療管理料 保することは困難である。 NICUからハイリスク児を直接受け入れる後方病床の院

16 料 うち、新生児治療回復室 (GCU)について、中小病院も評価されるような基準 見直し
とすることを求める。

9 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 内容
見直し

特 A308 問復期りハビリァーション リハビリ難民を出さないために、回復期リハビリァーション病棟在院回数の拡
定 回復期リハビリテー 病棟在院回数の拡大 大を求める。
入
ション病棟入院料
院
料 見直し

特 A308 回復期リハビりァ ション 発症から入院までの期聞が2カ月と限定されている。しかし、脳炎や重症の頭
定 回復期リハビリテー 病棟対象者の拡大(入院まで部外傷、重症の脳卒中では合併症も多く‘リハビリの効果が期待できる身体幽
入 ション病棟入院料 の期間の柔軟性l 精神状態になるまでに2カ月以上の期間が必要なケースも少なくない。重症例
院

17 料 などは入院までの期間の制限緩和を求める。 見直し

特 A308 回復期リハビリァ ション外科手術(開胸・開腹)後でなくとも、廃用症候群として回復期の対象となる
定 回復刻リハビリテー を要する状態(別表第九の患者は多い。
入
ション病棟入院料 三)の緩和 肺炎等と記されているが、 「等」の解釈が管轄により暖昧であるため、明確に院
料 することを求める。 見直し

特 A310 緩和ケア入院料の再評価 多職種チームで人件費がかかる、品額楽~J (ゾメタ・サンドスタチンなど)
定 緩和ケア病棟入院料 医療用麻酔薬・輸血など血液製剤圃放射線治療の負担が大きく、現行の診療報
入 酬 (1日3，780点)では評価が低すぎるため、再評価を求める。
院

18 料 見直し

10 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 
見直し

医 B 001 「患者1人1;:1回に限り」の 他医療機関ですでに算定されている患者に対して、再度実施した場合にも算定
学 特定疾患治療管理料算定要件緩和 できるよう、 r1医療機関1回」に算定要件の緩和を求める。
管 23がん患者カウン
理

見直し等 セリング料

19 医 B001 点数の再評価、算定回数の がん患者カウンセリング料は患者1回(原発がんに対して)であるが、その後
学 特定疾患治療管理料 増加 に患者からの精神面や治療!こ関する棺談など数回実施することがある。 1闘で
管 23がん患者カウン は現状の業務に見合う評価とは言えないため、点数引き上げ、及び算定回数の
理
料 セリング料 増加を求める。 見直し
等

11 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 
見直し

医 B 001 特別食加算食種の拡大及び平成18年度の診療報酬改定時より、小児 (9歳未満)の食物アレルギーに対す
学 特定疾患治療管理料栄養食事指導対象者基準の る栄養食事指導料は算定可能となったが、アナフィラキシ一等重篤な影響が出
管
-入院時食事療養及 拡大(食物アレルギー食) るのは、 9歳未満に限ったものではない。また、患者の食事についても、個々
理
料 び入院時生活療養の のアレルギ一物質を除去し、代替食品により栄養のバランスを考慮した食事の 見直し
等 食事の提供たる療養 提供が必要となる。よって、①栄養食事指導対象基準の年齢制限の削除、②食
の基準等 物アレルギー食を特別食加算の対象とすることーの2点を求める。

20 医 B001 特別食加算食種の拡大及び摂食障害を伴う低栄養患者は多く存在し、摂食機能障害等患者に対する易申告下
学 特定疾患治療管理料栄養食事指導対象食穣の拡食や畷下困難食の提供は増加しており、個人対応を余儀なくされている。
管
-入院時食事療養及大(喋下困難食) これら礁下機能障害者(困難者)のための食事は機能回復のため訓練食(経管

理
専寺 び入院時生活療養の から経口への摂取移行のための必須条件)を含め食事療法は必須であり、栄養 晃直し
等 食事の提供たる療養 状態の改善・患者のQOL向上に繋がることから、特別食加算の対象とすること
の基準等 を求める。また、栄養食事指導料の算定が可能な食穫とすることも求める。

医 B 005-2 急性期病院からの自宅退院 急性期病院退院後、回復期リハビリァ ション病床を使用せず、直接自宅退院
学 地域連携診療計画管 の評価 することは、早期の自宅復帰につながるものと恩われるため、急性期病院から
管
理料 直接の自宅退院を推進するにあたり、病診連携による地域連携診療計画に対す
理

21 料 る評価を求める。 見直し
等

12 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容
見直し

医 8005-6-2 算定基準の明確化 当該指導料の算定基準は『がん治療連携計画策定料を算定した患者であって入
学 がん治療連携指導料 院中の患者以外のものに対して、 (中略)計画策定病院に当該患者に係る診療
管

情報を文書により提供した場合に、月1固に限り算定する』とあるが、このた
理
料 ぴ長野県国保連合会より、計画策定病院において、届出申請前の退院で「がん

等 治療連携計画策定料」を算定できなかった患者についても、その後、届出をし

22 て受理され、実際に計画書に基づいた治療が行われているのであれば、退院時
見直し

lこ計画策定病院で「がん治療連携計画策定料」を算定していなくても、 「がん
治療連携指導料」を算定してもよいとの見解が示された。このような見解と点
数表で提示されている算定条件との矛盾が見られることから、算定基準の明確
化を求める。

医 8009 紹介冗への「報告書」の点紹介患者の紹介冗に対する報告書を複数回にわたり、紹介πに送付している。
学 診療情報提供料 数の新設 診療所等の報告書に対する要望として‘①受診後の状態報告、②入院前の報
管

告、③手術後の報告等がその都度求められる。医療連携を進めるためにも必要
理

23 料 な業務であり、勤務医師の負担が大きくなっている要因のーっとなっている。 新規
等 診療情報提供料として、勤務医師の作成する報告書に対する評価を求める。

在 同一日複数回の訪問をそれ 当スァーションは利用者の希望により、同一日に看護とリハビりが関わるた
宅 ぞれ算定可とすること め、それぞれ算定可とすることを求める。
医

24 
療

見直し

13 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容
見直し

在 C006 リハビリァーションの指示在宅患者訪問リハビリァーション指導管理料は、訪問診療を実施する保険医療
宅 在宅患者訪問りハビ有効期間の延長 機関において医師の診察のあった日から1カ月以内に行われた場合に算定する
医
リテーション指導管 こととなっているが、生活期の在宅療養者には、必ずしも1カ月に一度の訪問
療
理料 診療を必要としない患者も多く存在する。内服薬処方等も長期処方が可能と

25 なってきており、訪問りハビリ継続のためだけに訪問診療を月に一度実施する 見直し
ことは不要な医療費が増えるだけでなく.患家の経済的負担も大きい。訪問看
護ステーションから実施する訪問リハビリの指示有効期間は6カ月(最長)で
あることから、算定基準(期間)の延長を求める。

在 C006 患者人の請求単位数上限退院直後からの3カ月に限り最大で週12単位請求できるが、それ以降または訪
宅 夜宅患者訪問リハビ の緩和または撤廃 問リハを実施する病院・診療所以外の入院医療機関を退院した患者にl立、週B
医 リテーション指導管 〔現行:患者一人につき、 6単位しか請求できない。入院期間中には89単位の手厚いリハビリテーシヨン
療
理料 単位(退院の日から起算しが提供されているのに対し、退院後の訪問リハ提供機会は格段に減少する。こ

25 て3カ月以内の患者が週12単れでは、在宅で身体機能を維持することは難しく退院直後から廃用症状が出現 見直し
位)) しでもおかしくない。また、 PT• OT • STの役割が明確に異なることも鑑みて必

要な訪問が必要回数実施されることが必婆と考えるため、患者一人の請求単位
数上限の緩和または撤廃を求める。

在 COOO~C003 施設基準の緩和 今後増加する」とが確実である重症者在宅医療を推進していくために、医師、
宅 在宅患者診療・指導 看護師を始めとする人的資源が豊富な在宅療養支援病院における訪問診療の充
医
料 実が必要である。さらに病院周囲には診療所が存在しても人口あたりの診療所
療

が少ない地域においては在宅療養支援病院による訪問診療は貴重である。そこ
27 で在宅療養支援病院の施設基準、 200床未満の病院あるいは半径4km以内に診療 見直し

所が存在しない病院という条件を緩和し、特Iこ200床以上の病院であっても在
宅療養支援病院として重症患者等の訪問診療が可能となることを求める。

14 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 
見直し

画 E 102 核医学診断料における他医エックス線診断料については、 般画像フィルム、 CT• MRIフィルムなど他医
{島 核医学診断 療機関で撮影したフィルム 療機関で撮影したフィルム等についての診断料の算定が可能であるが、シンチ
診 等について診断した場合の グラム.PET等については算定できないため、初診日のみ当該項目を算定でき

28 
断

評価 る等、核医学診断料においても他医療機関撮影に対する写真診断料の算定の拡 新規
大を求める。

商 CT3D画像処理加算の新設 CT3D画像処理は、 GT撮影後に医師や診療放射線技師が作成しているが、現在は
像 平成22年の診療報酬改定時の冠動脈GT撮影の際に3D処理した場合のみ加算があ
診 る。 GT3D画像処理ワークステーションによって得られる3D画像は診断・手術補
断

助・血管撮影の代用など広範囲で提供されている。また、 3Dj画像処理装置での29 作業時間は、 30分から60分の時間を必要としており負担も大きい。担当者の専 新規

門的な知識と相応な技術が求められるものであり、加算による評価を求める。

面 認知君主患者に対して、レン 現在、新生児又は3歳未満の乳幼児に対して撮影を行った場合は、当該撮影の
像 トゲン撮影・ CT撮影などを 所定点数にそれぞれ100分の30文は100分の15に相当する点数が加算されてい
診 行った場合の所定点数への る。しかし、認知症疾患の方に撮影を行う場合、同様の人手、時間等がかかる

新規|30 
断

加算 状況であるが、所定点数のままである。このため、認知症疾患の方に対しても
新生児等と同様の加算を求める。

薬 混注業務など安全性の両さを求められる業務の評価を求める。
宵l 安全性を求められる管理業務について(混注、危険性の高い薬品管理等)の評

価や新たな医薬品管理点数の主主備を求める。

31 見直し

15 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 内容 . 
見直し

投 F500 同 月内に処方築の交付が 時間外に受診し、院内処方を行い調剤技術基本料を算定していた患者が同月内
薬 調剤技術基本料 あっても算定可とする に受診した際、処方隻を交付するという例が多く、その都度、初回受診時の調

剤技術基本料分を返金しているが事務的にその処理が複雑となるため、同一月

32 内に処方筆の交付があっても算定可とすることを求める。 見直し

リ HOOO-H003 リハビリァーション施設基 現行の疾患別リハビリァーション料の施設基準は、施設の面積(脳血管|
ノ、 リハビリテーション 準の見直し 160m 運動器 1:100m以上 呼吸器 I: 100凶など)がその要件となってい
ピ料 るが、チーム医療促進のため、今後は病床当たりのリハセラピス卜の配置割合
リ

33 をもとに施設基準を設けることを求める。 克直し

リ H001 廃用症候群リハビリァー 現行の廃用症候群に対するリハビリァーションは、 ADLの低下が条件となって
ノ、 脳血管疾患等リハビ ションの対象者見直し いるが、廃用症候群を合併する可能性を予見して予防的なリハビリテーション
ピ りテーション料 の介入により廃用症候群を防ぐことが患者にとって喜ばしいことであり、入院リ

期間の延長を避けることにも繋がると恩われる。よって廃用症候群等の予防的

34 
リハビリテーションの充実を求める。呼吸器リハビリテーションの対象患者と

見直しして「食道がん、胃がん、肝臓がん、咽・喉頭がん等の手術前後の呼吸機能訓
練を要する患者」とあり、原則上腹部がんが算定対象となっているが、年齢や
患者の状態によっては、下腹部のがんにおいても呼吸機能訓練が必要なケース
があるかと思われるため、対象がん疾患について再検討を求める。

リ H001 廃用症候群の場合の評価 高齢者医療を主体としている病院にとって、廃用症候群の患者は6割と局い比
ノ、 脳血管疾患等りハビ 率になっている。
ビリテーション料 l 廃用症候群の患者であっても現在のレベルを維持するためにはりハビりは不可リ

35 欠であり、今後も良好なサービスが提供できるよう現行の算定が継続できるこ 見直し
とを求める。

16 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 
見直し

リ H004 摂食機能療法における、 i台 現在摂食機能療法は1日1回実施出来るようになっているが、毎食実施する」と
J、摂食機能療法 i療実施回数を1日3回を可能 で早期の摂食機能の回復を図れると考える。
ビ とする また、早期の摂食機能の回復により在宅復帰をしやすくなり、患者のQOLを上
リ

36 げることが出来るため、摂食機能療法における1日あたりの治療実施回数を3回 見直し
とすることを求める。

リ H006 難病患者リハビりァーショ 左記にミトコンドリア病を追加する」とを求める。
J、難病患者リハビリ ン料に規定する疾患の追加
ピテーション料
リ

37 見直し

17 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 
見直し

リH007自2 算定要件の緩和 がん患者のリハビリァーションは今後特に充実が求められる領域と恩われる。ノ、
がん患者リハビり がん患者リハビリテーション料の施設基準の人員要件を満たす研修会の開催機
ビテーション料 会は少なく、講習を終了した医療スタッフのみでは、がん患者リハビリテーリ

ションは十分実施できない。現状に即した算定要件への緩和を求めるととも 見直し
に、がん患者リハビリテーション料算定の要件となっている研修規定の緩和を
求める。

リH007-2 算定要件の緩和 所定の研修が年間6園、 1回あたり30施設程度と少なく、施設基準を届出できな
J、がん患者リハビリ い医療機関が多い。がん医療のさらなる向上のためにも所定の研修要件の緩和
ピテーション料 を求める。リ

見直し

38 

」
リH 007-2 算定要件の緩和 がん患者リハビリァーション料の算定要件として、 「がん患者リハビリァー
J、がん患者リハビり ションに関する適切な研修を終了した、理学療法士、作業療法士、又は言語聴
ピテーション料 覚士」とあり、同じ施設のセラピストであっても、研修を受けていなければ算リ

定できないことになっている。研修は、一施設から4名(医師、看護師、理学
療法士、作業療法士、又は言語聴覚士)に限定され、かつ、研修の機会も非常 見直し
に限定されているため、多くのセラピストは受講できない現状にある。がんの
リハビりテーションの普及のためにも、受講者個人でなく、施設として算定で
きるよう求めるa

リその他 転倒予防対策加算の新設 医療事故で最も多くみられるのが院内での転倒転落事故である。転倒により薮
J、

部骨折等の外傷やADL要介護状態に陥るケースも多くみられ、専医任療ス・タ介ッ護フ費の用配ビ 削減の函からも喫緊の対策が必要である。転倒予防のためのリ
39 置やりスク評価の基準を作成し転倒予防対策加算が算定できるよう求める。 新規

18 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望事項(重点要望項目)
新規

番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 
見直し

手 K 同 日の同種2回以上手術の 「同種の手術」の定義がはっきりせず、例えばIABP挿入数時間後にCABG等を
術 手術料通則1 要件緩和 行った場合も該当となってしまう。
同一日の手術 定義(対象手術)を明文化するとともに、非該当手術も明文化されることを求

40 める。 見直し

麻 L008 計算方法の簡素化 マスタ又は気管内挿管による閉鎖循環式全身麻酔の計算方法が複雑すぎるので
酔 マスク文は気管内挿 簡素化を求める。
管による閉鎖循環式

41 全身麻酔 見直し

19 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望書(精神科に係る最重点要望項目)

新規
番号 区分コード等 要望事項 要望理由 内容 . 

見直し

医 精神科多職種チーム訪問管 地域及び在宅での精神科医療を推進する」とは喫緊の課題である。そのために
学 理料の新設 i立受診する意思のない患者や、病状の悪化した患者に対してのアウトリーチ・
管

サービスが不可欠である。訪問看護だけでは十分でない患者については、医
理
等 師、看護師、作業療法士、精神保健福祉士等、薬剤師、栄養士、心理専門技術

新規職等の多職種が3名以上のチームを組んで訪問することが必要となるため、当
該管理料の新設を求める(点数の目安は1回5，000点、月2固まで。医師を含む
場合はさらに1，000点増点)。

特 児童・思春期精神科専門病 児童・思春期精神科専門病棟を運営している医療機関は全国で20施設程度しか
定 棟入院料の新設 ないが、この数年の悶Iこ3つの医療機関が不採算性等の寝白から廃止された。
入 子どもの精神障害の発症予防、早期発見・早期治療への寄与の観点からも児

2 
院

童・思春期精神科専門病棟入院料の新設を求める(1日4，000点)。 新規市ヰ

精 1002 児童透院・在宅精神療法加 現行20歳未満の患者に対して初診の日から1年以内に限り200点の加算が認めら
神 算の新設(あるいは見直 れているが、 16歳未満の患者については、学校や児童相談所との連携について
科

し) の手当は皆無であり、また、親教育に関しでも全く手当がなされていない。こ専
門 のことから16歳未満の患者に限り、 1回300点、 3年間の加算の新設を求める
3 療 (ただし、当該加算を算定するためには、児童精神科を標務していること、精 見直し
i去 神保健指定医であること、及び初診患者の5割以上が16歳未満であることを条

件とする。当該加算の新設を激増する精神科クリニツクの差別化の手始めとす
ることが望まれる)。

20 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望書(精神科に係る最重点要望項目)

新規
番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 

見直し

入 精神科慢性重症患者入院医 急性期医療や地域生活支援の進展にも拘わらず、治療抵抗性で手厚い治療を要
院 療管理加算(1日につき300する患者群が残存することは周知の事実であるが、診療報酬上の手当が皆無で
基

点)の新設 あるため、当該加算の新設を求める(病棟の看護配置が13:1以上もしくは急
本

4 料
性期包括病様であることを施設基準として、①現在も措置入院中であるか、ま

新規
等 たは今回の入院経過の中で措置入院もしくは医療観察法入院医療があった、②
カ日 過去に医療観察;去に準ずる重大な他害行為を行って通報、申立て、起訴が行わ
算 れたーのいずれかを満たす患者に算定する)。

入 A 100 コンサルァーション・リエ 一般病棟に入院する患者のうち、身体症状以外に、不安、抑うつ、せん妄、認
院 ゾン・チーム (CLT)診療加 知症のBPSDなどの精神症状を持つ患者に対して、患者あるいは家族の同意に基
基 算の新設 づき、精神症状緩和に係る専従チーム(コンサルテーション・りエゾン・チー
本

5 料 ム)による診療が行われた場合に一般病棟入院基本料に加算することを求める 新規
等 (週1回2.000点)。
2日
算

特 A311 精神科救急入院料lの新設 入院早期からの在宅への移行支援の更なる推進、入院早期の更なる評価の観点
定

から、現行の3カ月以内を2カ月以内に短縮したうえで、入院2週日点間と以す内るの精期神間科入
は1日5.000点、 6週間以内は問4.000点、 12週間以内は同3.00院

6 料 救急入院料!の新設を求める(ただし、全国共通のClinicalIndicatorや急性
新規

期ケアマネジメン卜など、医療の質の向上を図るためのプログラムを採用する
ことを条件とする。現行の精神科救急入院料は 11として残す). 

入 A230-2 精神科に関連した著しく 現在、 13対1精神病棟入院基本料を算定している病院が除外されているが、合
院 合理性を欠く項目の見直し 理的理由が全くないので、 13対1を含めることを求める。
基

① 
本

7 料
精神科地域移行実施加算に

見直し
等

方日 ついて
算

21 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望書(精神科に係る最重点要望項目)

新規
番号 区分コード等 要望事項 要望理由 . 内容 . 

見直し

入 A233-2 精神科に関連した著しく 精神病棟は算定対象外だが、 般病棟と等しく適用される」とを求める。
院 合理性を欠く項目の見直し
基

② 
本

8 料
栄養サポートチーム加算に

見直し
等
カ日 ついて
算

入 A200 精神科に関連した著しく 精神病棟は算定対象外だが、 般病棟と等しく適用される」とを求める。
院 合理性を欠く項目の見直し
基 ③ 
本

9 キヰ 見直し l
等 総合入院体制加算について
ho 
算

入 A231-3 精神科に関連した著しく アルコール依存症以上に難しい薬物依存症についても算定を可能とし、 30日以
院 合理性を欠く項目の見直し 内300点、 31日以上60日以内200点に増点することを求める。
基

④ 

見直し|
本

10 料
重度アルコール依存症入院等

方日 医療管理加算について
算

特 A311 精神科に関連した著しく 一般病!碇からの転院患者についても、初回入院として算定可能とする」とを求
定 合理性を欠く項目の見直し める。
入

⑤ 
院

11 料
精神科救急入院料について

見直し

22 
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日本病院会・平成24年度診療報酬改定に係る要望書(精神科に係る最重点要望項目)

新規
番号 区分コード等 要望事項 要望理由 内容 . 

見直し

特 A 311-3 精神科に関連した著しく 精神科病院からの身体合併症による転院患者及び院内でICU等に転棟し、その
定 合⑥理性を欠く項目の見直し 後精神病棟に再転入した患者も算定可能とする。また、紹介元の精神病院への
入 退院を在宅移行に含めることを求める。
院

12 料
精神科救急・合併症入院料

見直し

について

基 A311-3 精神科に関連した著しく 対象疾患に精神科病院からの転院の場合に限り、悪性腫擦の疑いを含める」
本 A230-3 合理性を欠く項目の見直し と、及び対象疾患の中に、目市梗塞、気胸、膿胸、血胸、解離性大動脈癌、重度
霊"会' ⑦ の祷溝、重症貧血、深部静脈血栓症を含めることを求める。
療

13 料
精神科救急・合併症入院料

見直し

及び精神科身体合併症管理
加算について

入 A230-3 精神科に関連した著しく 算定期間を7日から14日に延長し、 300点増点を求める。
院 合理性を欠く項目の見直し
基

③ 
本

14 料
精神科身体合併症管理加算

見直し
等
bn について
算

精 1007 精神科に関連した著しく 精神科における作業療法は、従来の集団的形態から個別的形態へとシフトして
神 合理性を欠く項目の見直し おり、精神科作業療法を一般科の作業療法から区別する意味が乏しくなってい
1ヰ ⑨ るため、一般科のリハビリテーション料の中に位置づけることを求める。
専

15 r， 
精神科作業療法について

見直し
療
i去

23 


